
２０１０年代に向けての物流戦略委員会

内航・フェリー部門代表委員
辰巳　順

・環境負荷のかからない物流体系にどのようにもっていくか？

本委員会 　　→　京都議定書基準年に対して運輸部門でのＣＯ２削減量目標

の論点 ・２０２０年代にむけての日本の物流戦略の有るべき姿を示す

　　→　特に中国・インドなどのアジア諸国との相互依存関係の対応

目的と ・スピーディで安価で低炭素化・省エネの全体最適物流を実現する　（シームレス、標準化）

物流戦略 ・種々課題と具体的な解決策を集約して、物流戦略を取り纏める

問題点 ・２０１９年時点のＣＯ２削減、エネルギー削減の目標が無い

・現行の法制の壁が厳然として存在する

疑問点 ・国交省が本当に、現状の法制を超えて物流戦略を推進する覚悟・決意が有るか？

・覚悟・決意が無ければ、いつも通りの立派な報告だけが出来るだけ。（掛け声だけ）

　
項目（案） ① 日中韓の貨物トレラーの相互乗り入れ

→　港での詰め替え不要にする為の方策を実現する　
　長さ制限、重量制限、ナンバープレート、標準化、検疫・通関等簡素化
　ＲＯＲＯ船/フェリー/コンテナ船と各国の鉄道を結ぶ　Ｓｅａ　＆　Ｒａｉｌサービス

② 日本国内・アジア域内で、「シームレス・貨物トレーラ輸送」を推進する為に
使用される複合一貫輸送ヘッドレス・貨物トレーラは、陸上走行距離が極めて短い。
車検・車庫・自動車税・自動車取得税については、一般のトラック車両と
別扱いする法制整備が絶対必要。
欧州や米国などの複合一貫輸送施策を良く研究して
「複合一貫輸送推進法（仮称）」の法律原案を策定する必要がある
貨物トレーラーの年間走行距離は、１，６００ｋｍで営業用ﾄﾗｯｸの５，６４８ｋｍと
比較すると２８％に過ぎない。　新法制で車検制度・自動車税は別とする。
新法制で、複数車１区画の車庫は認めるべき。

③ 企業系列の物流業者主体から、３ＰＬ主体への流れ作り
→　親会社が競争関係にあると、企業の壁を超えての効率的最適輸送が不可能

④ モーダルシフト（ＭＳ）は、日本国の大きな政策目標であることを再確認する。
→　2005-2009総合物流大綱からＭＳ目標値が外れた。
　国内物流大動脈の瀬戸内のフェリー輸送量はＭＳ化比率には参入されていない
→　高速料金・瀬戸内の橋の通行料の引き下げはＭＳに逆行か？
　ＭＳの大きな担い手の内航・フェリー輸送が死んでしまう。　
　　岸壁使用料とか、入港料などで、高速料金引下とＥｑｕａｌ　Ｆｉｔｔｉｎｇを！

⑤　 ﾄﾗｯｸ輸送部門での省エネ・ＣＯ２削減の切り札は自家用ﾄﾗｯｸ（白ナンバー）から
営業用ﾄﾗｯｸ（青ナンバー）への移行

⑥　 内航輸送部門での省エネ・ＣＯ２削減は、船舶安全法の「沿海地域」（岸から
２０海里航行が義務付けられている）地域の拡大が必要。　
平成８年に一部緩和されて拡大されたが　追加緩和が必要な箇所が出ている。
岬から岬への直行針路が可能となり、輻湊を避ける意味でも安全面にも寄与する。
備讃瀬戸の１２ノット制限の緩和も、安全面・省エネ面から必要。
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